
■
経
常
収
支
比
率

市
税
な
ど
毎
年
度
収
入
さ
れ

る
財
源
の
う
ち
、
義
務
的
な

経
費
な
ど
、
毎
年
度
支
出
さ

れ
る
経
費
に
充
て
た
割
合

経
常
経
費
、
経
常
一
般
財

源
と
も
に
増
加
し
た
も
の
の
、

公
債
費
等
の
一
般
財
源
が
大

幅
に
増
加
し
た
た
め
、
比
率

が
悪
化
し
ま
し
た
。

■
将
来
負
担
比
率

自
治
体
が
将
来
支
払
う
可
能

性
が
あ
る
負
債
の
財
政
規
模

に
対
す
る
比
率

総
合
体
育
館
建
設
事
業
な

ど
に
係
る
債
務
負
担
行
為
（
将

来
の
支
払
い
を
約
束
し
た
額
）

の
減
少
に
よ
り
改
善
し
ま
し

た
。
ま
た
、
早
期
健
全
化
基
準

で
あ
る
３
５
０
パ
ー
セ
ン
ト
を

大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、
健
全

な
財
政
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

■
一
般
会
計
の
市
債
残
高

自
治
体
の
借
金
の
残
高

普
通
債
等
で
は
増
加
が
み

ら
れ
た
も
の
の
、全
体
的
に
は
、

減
税
補
て
ん
債
、
臨
時
財
政

対
策
債
を
始
め
と
し
て
償
還
額

が
借
入
額
を
上
回
っ
た
た
め
、

市
債
残
高
が
減
少
し
ま
し
た
。

区　分 決算額

市

税

477 億9,384 万円
個人市民税 153 億9,827 万円
法人市民税 23 億　826 万円
固定資産税 234 億3,798 万円
軽自動車税 8 億7,563 万円
市たばこ税 20 億1,491 万円
都市計画税 37 億5,879 万円

市税の内訳

▲決算報告の資料
は、市ウェブサ
イトに掲載して
います。詳しく
はこちら
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総務費
市の管理事務など　　　
104億6,025万円

9.9%9.9%

10.4%10.4%

10.7%10.7%

3.6%3.6%

6.9%6.9%

38.7%38.7%1,004億
7,349万円
1,004億
7,349万円

土木費
道路や河川の整備など
99億1,109万円

教育費
学校整備や社会教育など
134億9,105万円

衛生費
保健医療や生活環境など 
107億4,603万円

労働費・商工費ほか
働く人の支援や産業振興など

64億3,347万円

公債費
市債の償還など
69億2,150万円

消防費
消防・防災対策など
36億4,126万円

民生費
子育て支援など
388億
　6,884万円

13.4%13.4%

6.4%6.4%

自主
財
源
 6
1.
1％

自主
財
源
 6
1.
1％

依存
財
源
 38
.9%

1,035億
5,935万円
1,035億
5,935万円 46.2%46.2%

4.3%4.3%

24.1%24.1%

5.8%5.8%
2.9%2.9%

6.1%6.1%地方消費税交付金
63億3,055万円

譲与税・交付金・交付税
国から地方に譲与される税金など

28億9,155万円

市債
市の借入金
60億3,220万円

国・県支出金
国・県からの補助金など
249億8,143万円

分担金及び負担金、
使用料及び手数料
市営住宅使用料・
保育園等保育料など
21億6,108万円　

市税
477億9,384万円

2.4%2.4%1.9%1.9% 繰越金
前年度からの繰越金
44億6,189万円2.1%2.1%

財産収入・繰入金
19億8,536万円

諸収入
学校給食費負担金など
25億3,536万円

寄附金
ふるさと納税寄附金など
43億8,609万円

4.2%4.2%

一
般
会
計
決
算

歳
入
の
約
5
割
は
市
税

歳
入
の
約
50
パ
ー
セ
ン
ト
は
、

市
民
・
企
業
の
皆
さ
ん
に
納
め
て

い
た
だ
い
た
市
税
で
す
。
令
和

5
年
度
の
市
税
の
決
算
額
は
約

４
７
8
億
円
で
、
前
年
度
と
比
較

し
て
約
6
8
0
0
万
円
の
増
収
と

な
り
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
経
済
社
会
活
動
の
正

常
化
に
よ
る
、
景
気
回
復
に
伴
う

個
人
市
民
税
の
増
や
、
家
屋
の
新

増
築
、
設
備
投
資
に
よ
る
固
定
資

産
税
の
増
が
主
な
要
因
と
し
て
挙

げ
ら
れ
ま
す
。

歳
出
は
民
生
費
が
最
多

歳
出
は
、
目
的
別
に
見
る
と
、

福
祉
関
係
の
費
用
で
あ
る
民
生
費

が
約
40
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
、
最

も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、国
か
ら
の
補
助
を
受
け
、

物
価
高
騰
対
策
と
し
て
住
民
税
非

課
税
世
帯
等
へ
給
付
金
の
給
付
を

行
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
ま
す
。

次
い
で
、教
育
費
が
13・4
パ
ー

セ
ン
ト
と
な
っ
て
い
て
、
総
合
体

育
館
の
建
設
や
学
校
給
食
の
公
会

計
化
等
を
実
施
し
ま
し
た
。

特別会計区分 歳　入 歳　出
国民健康保険事業 238 億 2,714 万円 237 億 7,656 万円
後期高齢者医療事業 59 億　894 万円 58億 8,364 万円
介護保険事業 214 億　537 万円 212 億 2,726 万円
新富士駅南地区土地区画整理事業 9 億　265 万円 8億 7,825 万円
第二東名 IC周辺地区土地区画整理事業 5 億 6,005 万円 4億 6,205 万円
富士山フロント工業団地第２期整備事業 7 億 2,890 万円 7億 2,890 万円

歳入　535 億1,447 万円 歳出　530 億9,367 万円 特
別
会
計
決
算

特
別
会
計
と
は

　
特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
、
一

般
会
計
と
区
分
け
し
て
設
け
た
会

計
で
す
。
事
業
収
益
や
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
金
な
ど
が
主
な
財
源

で
、行
政
と
一
体
と
な
り
、経
営・

運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

富士市には 13の特別会計（令和 5 年度）がありますが、表中では駐車場事業特別会計、
森林財産特別会計、財産区特別会計（ 5会計）を省略しています。

企
業
会
計
決
算

水道事業
事業収益合計
40億9,310 万円
事業費用合計
33億7,913 万円
純利益
　7億1,397 万円

公共下水道事業
事業収益合計
61億2,523 万円
事業費用合計
50億1,313 万円
純利益
11億1,210 万円

病院事業
事業収益合計
157億9,173 万円
事業費用合計
157億9,487 万円
純損失

314万円

企
業
会
計
と
は

　
法
令
に
基
づ
き
、
独
立
採
算
を

原
則
に
企
業
的
経
営
で
運
営
さ
れ

る
会
計
で
す
。

問合せ／財政課　☎55-2725　問合せ／財政課　☎55-2725　51-147951-1479

富
士
市
の
財
政
状
況

89.4％89.4％→90.490.4％％69.5％69.5％→63.863.8％％
改善 悪化改善

761 億円761 億円→754754億円億円

歳
出

歳
入

年
度
内
に
使
っ
た
お
金

年
度
内
に
入
っ
た
お
金

※�令和 6年4月1日時点の人口（24万7,121 人）を
基に計算しています。

（前年度比）
歳出を年間の市民１人当たり
の金額に換算してみると…

総務費
4万2,328円

（− 870円）

教育費
5万4,593円
（＋ 9,048 円）

民生費
15万7,287円
（＋ 6,957 円）

令和 5年度令和 5年度 決算決算報告報告
皆さんの納めた税金が、この 1年間でどのように皆さんの納めた税金が、この 1年間でどのように
使われたのかを確かめてみましょう。使われたのかを確かめてみましょう。


